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 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者
 上記からのいずれかに該当する事
実があった後２年を経過しない者を、契
約の履行に当たり、代理人、支配人、そ
の他の使用人として使用した者

ウ 独立行政法人勤労者退職金共済機構反社
会的勢力対応規程第２条に規定する反社会
的勢力に該当する者
エ 一般競争（指名競争）参加資格申請書若
しくはこれに添付する書類中の重要な事項
について虚偽の記載をし、又は重要な事実
について記載しなかった者

 令和２年６月９日現在において、令和元・
２・３年度全省庁統一資格における「役務の
提供等」の業種区分「情報処理」・「ソフト
ウェア開発」又は「その他の役務」の等級
「Ａ」・「Ｂ」いずれかの認定を受けている
こと。
なお、全省庁統一資格を有しない場合は独
立行政法人勤労者退職金共済機構における一
般競争（指名競争）参加資格「役務の提供等」
の業種区分「情報処理」・「ソフトウェア開
発」又は「その他の役務」の等級「Ａ」・「Ｂ」
いずれかの認定を受けていること。
 業務の全部又は総合的な企画及び判断並び
に業務遂行管理に係る部分を第三者に再委託
することを禁止する。
 本調達に基づく作業を実施する事業者又は
その部門は、ＩＳＯ／ＩＥＣ 27001又はＪ
ＩＳ Ｑ27001（情報セキュリティマネジメ
ントシステム）と、ＩＳＯ9001（品質マネジ
メントシステム）及びプライバシーマーク又
はＪＩＳ Ｑ15001（個人情報保護マネジメ
ントシステム）等、これと同等の認証を事業
者又はその当該作業を実施する部門が取得し
ており、証明書の写しを提出することで、こ
れを証明できること。
 機構が提示する「個人情報の取扱いに関す
る特記事項」および「特定個人情報等の取扱
いに関する特記事項」により契約を行えるこ
と。
 その他、仕様書等に定める入札制限に該当
しないこと。

３ 仕様書の交付等
 仕様書の交付場所及び期間
〒1708055 東京都豊島区東池袋１24
１ ニッセイ池袋ビル19階 独立行政法人勤
労者退職金共済機構 総務部会計第二課 令
和２年３月25日（水）から令和２年５月７日
（木）までの毎日９時から17時。（ただし、各
日12時から13時までと土日祝日は除く。）
 企画提案書等の提出場所及び受領期限
〒1708055 東京都豊島区東池袋１24
１ ニッセイ池袋ビル19階 独立行政法人勤
労者退職金共済機構 総務部会計第二課 令
和２年５月27日（水）17時00分まで（必着）
 開札日時及び場所 令和２年６月９日（火）
11時00分 独立行政法人勤労者退職金共済機
構 ９階会議室Ｂ

４ 開札
 開札は、入札場所において、入札参加者を
立会わせて行う。
 入札参加者は前項の開札に立会わなければ
ならない。
 入札参加者が開札に立会わないときは、該
当入札事務に関係ない当機構職員を立会わせ
る。

５ 公正な入札の確保 入札参加者は、私的独占
の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和
22年法律第54号）等に抵触する行為を行っては
ならない。
６ 入札の無効 次の各号のいずれかに該当する
入札は、これを無効とする。
 入札に参加する資格がない者のした入札。
 入札書の記載事項が不明なもの又は入札書
に記名若しくは押印のないもの。
 同一事項の入札について、２通以上の入札
書を提出したものの入札で、その前後を判別
できないもの、又はその後発のもの。
 他の入札参加者の代理人を兼ねた者の入札
又は２者以上の入札参加者の代理をした者の
入札。
 入札書の金額を訂正し、又は改ざんしたも
の。
 一定の金額で価格を表示していないもの。
 同一の入札書に２件以上の入札事項を連記
したもの。
 前各号のほか、仕様書等に定める事項に違
反したもの。

７ 入札書の記載金額について 落札決定に当っ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の10に相当する額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数が生じた場合は、その端
数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札
価格とするので、入札者は、消費税等に係る課
税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、見積もった契約希望金額の110分の100に相
当する金額を入札書に記載すること。
８ 再度入札
 開札をした場合において、各入札参加者の
入札価格が予定価格の範囲内にないときは、
直ちに再度入札を行う。
 再度入札の回数は、原則として２回以内と
する。
 再度入札に参加することができる者は、そ
の前回の入札に参加した者のうち、該当入札
が第８項の規定により無効とされなかった者
に限る。

９ 落札者の決定方法 参加適合条件を満たす者
が提案書を提出し、総合評価落札方式により得
られた提案内容と入札額における評価点数の合
計が最も高い者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格が著
しく低い金額の場合には、業務実施体制等につ
いて実施可能性につき検証を行うため、落札者
決定は保留する場合がある。
10 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

11 入札保証金及び契約保証金 全額免除する。
12 契約書の作成 契約締結に当っては、契約書
を作成するものとする。
13 契約に係る情報の公表について 独立行政法
人が行う契約については、「独立行政法人の事
務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７
日閣議決定）において、独立行政法人と一定の
関係を有する法人と契約をする場合には、当該
法人への再就職の状況、当該法人との間の取引
等の状況について情報を公開するなどの取組を
進めるとされている。
これに基づき、以下のとおり、当機構との関
係に係る情報を当機構のホームページで公表す
るため、所要の情報の当方への提供及び情報の

公表に同意の上で、応札若しくは応募又は契約
の締結を行うものとする。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約の
締結をもって同意したものとみなす。
 公表の対象となる契約先 次のいずれにも
該当する契約先
 当機構において役員を経験した者（役員
経験者）が再就職していること又は課長相
当職以上の職を経験した者（課長相当職以
上経験者）が役員、顧問等として再就職し
ていること。
 当機構との間の取引高が、総売上高又は
事業収入の３分の１以上を占めているこ
と。
※予定価格が一定の金額を超えない契約や
光熱水費の支出に係る契約等は対象外

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、物品役務等の名称及び数
量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等
と併せ、次に掲げる情報を公表する。
 当機構の役員経験者及び課長相当職以上
経験者（当機構OB）の人数、職名及び当
機構における最終職名
 当機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める当機構と
の間の取引高の割合が、次の区分のいずれ
かに該当する旨
３分の１以上２分の１未満、２分の１以
上３分の２未満又は３分の２以上
 一者応札又は一者応募である場合はその
旨

 提供する情報
 契約締結日時点で在職している当機構
OBに係る情報（人数、現在の職名及び当
機構における最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び当機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して原
則として72日以内

14 その他 詳細は仕様書等による。
15 本件に関する問い合わせ先 独立行政法人
勤労者退職金共済機構 総務部 会計第二課
予算用度係 ＴＥＬ0367312823
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